
待機児童の解消を求める意見書 
 
子供には適切な保育と教育を受ける権利がある。保育所等を利用する児童数

は、2017年４月１日時点で約255万人に達し、待機児童数は前年を約2,500人上回
り、２万6000人を超えた。また、放課後児童クラブの待機児童数も約１万7000人
程度で高止まりしている。 
政府は、全ての子供たちが安心して育つことのできる社会を実現するため、十

分な財源を確保し、保育施設等の拡充により子供たちの健やかな育ちの場を確保
するとともに、その担い手が安心して就労を継続できる環境を整備するなど、地
域の子育て支援の充実を進めるべきである。 
よって、国においては、子育て支援策の拡充のため、次の事項について取り組

むよう強く要望する。 
 
１ 待機児童の定義を潜在的待機児童も含めたものに見直し、認可保育所や放課
後児童クラブの必要な整備量をより適正に算定した上で、整備計画を策定する
こと。 

２ 待機児童の解消及び地域の子ども・子育て支援策を拡充するため、十分な予
算を確保し、子ども・子育て支援新制度を円滑に進めること。 

３ 子供の命を預かり、人格形成に重要な時期に適切な対応ができる保育人材を
確保するため、保育士・幼稚園教諭等の賃金を2016年度より月額５万円引き上
げる処遇改善を行うこと。 

４ 保育士等のワークライフバランスを実現し、潜在保育士の現場復帰を促すこ
と。 

５ 子供の安全と良質な保育・成育環境を確保するため、保育士の配置、子供１
人当たりの面積の基準等は保護者の要望や地域の実情に応じて計画を立てるこ
ととし、規制・基準の緩和等による保育所等への臨時的な受入れ強化は行わな
いこと。 

６ 施設の種類や居住地などにより保育・教育の質にばらつき・格差が生じない
よう、国が保育・教育の質ガイドラインを策定し、遵守を徹底すること。 

７ 地域の実情に応じて、夜間保育及び病児・病後児保育など多様な保育の提供
に取り組むこと。 

８ 障がいの有無などにかかわらず、子供たちが自ら希望する場で保育や教育を
受けられる環境を整備し、みんなが同じ場でともに過ごし、学び、成長してい
けるようにすること。 

 
以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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